
 
 

九州大学著作物取扱実施細則 

平 成２７年 度九大細 則第２号 

制  定：平成２７年 ９月２４日 

最終改正：令和 ６年 ３月２９日 

（令和５年度九大細則第１８号） 

（趣旨） 

第１条 この細則は、九州大学知的財産取扱規則（平成１６年度九大規則第９３号。以下 

「規則」という。）第２条第２項の規定に基づき、同条第１項第７号に規定する法人著

作について、適正な管理・活用、円滑な業務の運営及び紛争の回避等を図るため、運用

上の定義、必要な条件及び具体の取扱い等について定めるものとする。 

（法人著作の条件） 

第２条 法人著作は、次に掲げるいずれかの会議等において、本学の発意として取り扱う

こと及び本学の名義の下に公表することについての審議を経なければならない。 

(1) 規則第２条第４号に規定する部局等（高等研究院、エネルギー研究教育機構、アジア・

オセアニア研究教育機構、各学内共同教育研究センター、学術研究・産学官連携本部、

未来社会デザイン統括本部、データ駆動イノベーション推進本部及び未来人材育成機構

における著作物については当該部局等の教授会等 

(2)  高等研究院、エネルギー研究教育機構、アジア・オセアニア研究教育機構、各学内共

同教育研究センター、学術研究・産学官連携本部、未来社会デザイン統括本部、データ

駆動イノベーション推進本部及び未来人材育成機構における著作物については当該セン

ター等の運営委員会等 

(3)  九州大学特定大型教育研究プロジェクトの拠点に関する規程（平成２６年度九大規程

第１７５号）に規定する大型教育研究プロジェクトの拠点における著作物については当

該拠点の運営会議等 

２ 部局等において法人著作の判断が困難なものについては、産学官連携戦略会議におけ

る審議を経て役員会において審議し、総長が決定する。 

 （法人著作の管理） 

第３条 法人著作の管理は、前条の審議を行った部局等（以下「審議部局等」という。）

において行うものとする。ただし、役員会において審議したものについては、著作物を

作成した者が所属する部局等で管理する。 

（編集著作物に係る権利の調整） 

第４条 法人著作が著作権法（昭和４５年５月６日法律第４８号）第１２条第１項に規定

する編集著作物である場合には、本学と当該編集著作物の部分を構成する著作物の著作

者との間における著作物の利用許諾や権利関係の調整は、部局等においてこれを行うも

のとする。 

（法人著作に係る出版等経費） 



 
 

第５条 法人著作に係る出版等経費については、審議部局等において当該経費の支出が可

能である場合に限り、本学の経費から支出することができる。 

（雑則） 

第６条 この細則に定めるもののほか、法人著作に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

この細則は、平成２７年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年度九大細則第２号） 

この細則は、平成２８年７月１日から施行する。 

附 則（平成２８年度九大細則第５号） 

この細則は、平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２９年度九大細則第５号） 

この細則は、平成２９年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２９年度九大細則第１１号） 

この細則は、平成３０年２月１日から施行する。 

附 則（平成３０年度九大細則第２号） 

この細則は、平成３０年５月２１日から施行する。 

   附 則（平成３０年度九大細則第４３号） 

 この細則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年度九大細則第３３号） 

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年度九大細則第１２号） 

 この細則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年度九大細則第１８号） 

 この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 


